
早稲田大学・人間科学学術院・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６８９

基盤研究(C)（一般）

2023～2020

人口減少・ダブルケア社会の高層福祉施設での「順次・優先・介助避難」バランスの検討

Consideration of balance among "Phased, priority and assisted evacuation" on 
high-rise welfare facilities in population reduction and "double care" society

７０３０５５５６研究者番号：

佐野　友紀（Sano, Tomonori）

研究期間：

２０Ｋ０４８５９

年 月 日現在  ６   ６ １５

円     3,300,000

研究成果の概要（和文）：少子高齢化によるダブルケア社会における中高層建築物の社会福祉施設での災害時要
援護者の「順次避難」「優先避難」「介助避難」のバランスを考えた避難計画ガイドラインを作成した。 (1)高
層建築物内の社会福祉施設の利用実態の現状把握(2)施設の防災安全計画および避難訓練実態・スタッフの介助
避難方法の把握(3)避難シミュレーションによる中高層建築物内の介助避難・優先避難方法の検討・評価(4)福祉
施設でのバランスの良い介助・優先避難安全計画の検討・ICF(国際生活機能分類)を用いた入居者の身体能力分
類と避難能力の検討を行った。査読論文１本が採用され、国内の建築学会で2回発表を行った。

研究成果の概要（英文）： We have developed effective evacuation planning guidelines for social 
welfare facilities in high-rise buildings in a double-care society with a declining birthrate and an
 aging population, considering the balance between "sequential evacuation," "priority evacuation," 
and "assisted evacuation" for persons requiring assistance during a disaster. (1) Assess the current
 situation of social welfare facilities in high-rise buildings; (2) Assess the safety plans and 
evacuation drills of social welfare facilities and the evacuation guidance; (3) Study and evaluate 
assisted evacuation and priority evacuation methods using evacuation simulations, (4) Study safety 
plans for balanced assisted and priority evacuation, and develop a guideline for effective 
evacuation planning using ICF . (5) Investigation and evaluation of residents' physical ability 
classification and evacuation ability using the ICF. We accepted one peer-reviewed paper and two 
oral presentations.

研究分野： 建築防災

キーワード： 避難安全計画　火災　ICF　順次避難　介助避難　シミュレーション　高齢者

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
少子・高齢化が世界で最も進んでしまっている日本の状況を踏まえて、 少子高齢社会でのダブルケア社会にお
ける中高層建築物の社会福祉施設での災害時要援護者の「順次避難」「優先避難」「介助避難」のバランスを考
えた実効性のある避難計画ガイドラインを作成したものであり、今後の諸外国の高齢社会の避難計画を考える上
で極めて社会的意義の高い成果が得られた。特に福祉先進国であるスウェーデン、ルンド大学の火災安全工学、
福祉工学の2人の専門家とのコラボレーションを行ったことで、２つの専門分野から成果をまとめられたことは
意義深いものと考える。今後は、国際会議等での発表や各国での活用に向けて、研究成果の広報が必要である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様式Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
人口減少・少子高齢社会において、ダブルケア(子どもの育児と親世代の介護を家族が同時に行

う状況)という言葉に象徴されるように、介助が必要な人々をできるだけ少ない人数でどのよう
にケアするかは現在の重要な問題である。近年、高齢者施設、保育施設(以下、総称する場合「社
会福祉施設」)がいずれも不足しており、またこれらの施設が地上や 2 階ではなく、一般のビル
の中高層階に入居する例も多い。高齢者は脚部や膝の疾患により痛みを伴い、車いすを利用する、
また乳幼児は自力で避難できない、階段での歩行が難しいなどいずれも単独での避難が難しく、
スタッフ等による介助避難が必要となる。筆者らの既往研究により、特に階段等の垂直方向の避
難において、速度減少や長距離の継続的な避難で困難を伴うことが明らかになっている。従来、
重点的に検討されてきた 15 階以上の超高層建築物のみならず、それ以下の中高層建築物におけ
る高齢者施設、保育施設においても、通常の垂直移動はエレベータを利用しており、階段、避難
階段の利用はまれである。これに対して、今回の対象である中高層建築物でも地震時は建物内待
機、火災時は全館一斉避難など、状況に応じて避難方策を変える必要があり、避難能力の低い高
齢者・乳幼児を避難させるためには、高齢者施設スタッフ、保育士など介助者または誘導者の役
割が今まで以上に重要となる。さらに、これらの施設が一般の施設に混在する場合が急増してお
り、移動の遅い要援護者を先に避難させると多数の健常者の避難時間が遅くなるということが
確認されている。このように「(時間をずらして避難する)順次避難」計画において「(健常者と要
援護者の)誰を先に避難させるか?(優先避難)」「誰が避難させるか?(介助避難)」のバランスが十分
検討されておらず、社会においても認知されていない。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、人口減少・少子高齢社会の大きな課題として、地震時・火災時の災害時要援

護者として、高齢者・乳幼児等を取り上げ、比較的低層かつ数が多い中高層建築物を含む避難実
態を調査することで、「順次避難」において「介助避難」「優先避難」のバランスの良い計画を体
系的に整理した災害時要援護者の避難計画ガイドラインを作成することである。従来、高齢者・
障害者・乳幼児単独の高層建築物の避難計画については、筆者らのグループを含めて、調査、研
究がなされているが、十分な介助者が存在し、またこれらの利用者を最優先に避難させることを
前提としたものであった。これに対して、今後、社会構造が大きく変化することにも考慮し、少
ない介助者人数で実効的に実施するための災害時要援護者及び介助者、健常者の統合的な避難
計画ガイドラインの作成を目標とする点は独自の視点であり、社会に大きな影響をもたらす。ま
た、筆者らが交流を持つ諸外国(スウェーデン・英国・ニュージーランド・米国等)の研究協力者
及び研究者と本研究に関するディスカッションを行うことで、各国の避難計画についての状況
を踏まえた国際的にも通用するガイドラインを目指す。 
 
 
３．研究の方法 
本研究では、超高層のみならず、多数存在する中高層建築物内に存する高齢者福祉施設、保育

施設からの地震及び火災避難を想定して、介助避難・優先避難計画を体系的に整理・検討しガイ
ドラインを作成する。その過程において、災害時要援護者に対する社会認識の調査、避難訓練等
の実態調査、既往の研究データから見る高齢者福祉施設、保育施設の利用者(高齢者、乳幼児)の
避難能力の ICF(国際生活機能分類)を用いた整理、避難シミュレーションによる、介助避難方法・
優先避難方法の検討を行う。この成果として、災害時要援護施設(高齢者福祉施設、保育施設)全
体としての統合的な避難計画の考え方を整理するとともに、個別の利用者及びスタッフのため
の避難介助・優先避難を踏まえたガイドラインを策定する。具体的には、 

(1)高層建築物内の社会福祉施設の高層階設置及び利用実態の現状把握 
(2)社会福祉施設の防災安全計画および避難訓練実態・保育士の避難誘導・介助方法の把握 
(3)避難シミュレーションをもちいた中高層建築物内、社会福祉施設(高齢者施設・保育施設)の
介助避難・優先避難方法の検討・評価 
(4)中高層建築物の社会福祉施設でのバランスの良い介助・優先避難安全計画の検討 
・ICF(国際生活機能分類)を用いた入居者の身体能力分類と避難能力の検討 
・社会福祉施設を含む中高層建築物の防災安全計画のあり方の検討 

を行った。 
 
４．研究成果 
少子高齢社会でのダブルケアに象徴される社会に対応した地震時・火災時における中高層建築

物の社会福祉施設での災害時要援護者の「順次避難」「優先避難」「介助避難」のバランスを考え
た避難計画を検討し、実効性のあるガイドラインを作成した。研究方法に合わせて、各項目ごと
の成果を示す。 



(1)高層建築物内の社会福祉施設の利用実態の現状把握 
過去時実施した調査の再集計を行い、Web 公開データの集計による高齢者福祉施設分類別の施
設数、保育施設分類別の施設数の実態調査を行った。結果として、都道府県、政令市、中核都市
計 110 自治体を対象に行った調査によって、中高層に設けられた保育施設の都道府県は、多い
順に東京 117、大阪 58、神奈川 48、愛知 32、福岡 23 の順であることが明らかになった。また、
4 階以上に設置されている保育施設は、449 箇所が確認された。 
 
(2)社会福祉施設の防災安全計画および避難訓練実態・保育士の避難誘導・介助方法の把握 
社会福祉施設に対して、防災安全への考え方および避難訓練の実施状況等に関して、過去に行な
ったヒアリング調査結果について再分析を行なった。結果として、年齢に加えて、0〜１歳児で
は月齢によっても身体能力が異なること、２歳では保育士の指示のみでは自力で行動できない
こと、３歳以上になると保育士の指示によって集団行動が可能になることが明らかになった。ま
た、廊下等の水平の避難では３歳から５歳で歩行速度に大きな差は見られないが、階段において
は３歳児は４歳以上と比較して効果速度が遅いことが確認された。 
 
 
(3)避難シミュレーションをもちいた中高層建築物内、社会福祉施設の介助避難・優先避難方法
の検討・評価 
筆者らが共同開発する避難シミュレーション(SimTread with Vectorworks)を用いて、高層建築
物内の社会福祉施設での、施設内避難、高層建築物全館避難を再現するとともに、他の避難者と
避難時間をずらす順次避難、一時的に待機して救助を待つ一時避難待機場所の利用や火災時に
使用できる非常用エレベータの利用などを含んだ介助避難方法について避難時間、滞留状況の
評価を行った。前述の高層保育施設における避難訓練調査の結果から、身体能力の低く、保育士
に手を引かれながら避難する２歳児は歩行速度が遅いため、それを待って、４歳、５歳児の避難
が遅れる状況が見られた。これを改善することを目的として、移動速度の速い順に５、４、３歳
と避難する方法と訓練に合わせて３、４、５歳の順で避難する方法をシミュレーションで再現し、
５、４、３歳の順に避難させることで、５、４歳の避難完了時間が短縮できることを明らかにし
た。加えて、避難完了した５、４歳担当の保育士が３歳以下の園児の避難をサポートすることが
できるというメリットを見出した。 
 
(4)中高層建築物の社会福祉施設でのバランスの良い介助・優先避難安全計画の検討・ICF(国際
生活機能分類)を用いた入居者の身体能力分類と避難能力の検討 
高齢者福祉施設入居者について ICF(国際生活機能分類)を用いて整理し、避難に必要な能力との
ICF の対応表を作成した。ICF は国際共通基準のコードを持ち、その翻訳解説は各国語で出版
されている。ここでは、避難に必要な身体能力に対応するコードを整理し、自力避難、介助避難
における避難手順とともに示した。ICF コードは世界共通のため、避難能力の ICF 対応表は日
本語版と英語版を作成し、各国の研究者が自国で用いることとした。本研究はルンド大学の火災
安全工学の Enrico Ronchi 教授、福祉研究所である CASE 研究所の Björn Slaug 研究員と共同
で行なった。その成果の一部は、ルンド大学で 2022,2023 年に 2 回開催された国際ワークショ
ップで、Enrico Ronchi 教授、Björn Slaug 研究員、申請者の佐野がそれぞれの成果の発表を行
った。加えて、申請者は成果を国内学会である日本建築学会にて論文発表を行った。これらの成
果を踏まえて、一時的に避難待機できる一時避難場所の計画や状況を限定して、安全な状態で救
助・避難にエレベータを利用する可能性等を含む、災害時要援護者と健常者の競合を踏まえた避
難計画のガイドラインを作成した。 

 
図：ICF を用いた身体能力のコードと避難能力の対応表と手順 
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6. Quick Reference:
Assisted evacuation procedure and required 
number of staff with ICF Code

Assisted Evacuat ion procedure

Number of required people who assist  the old peopleICF Code



 
(5）研究成果発表 
研究成果は以下の日本建築学会での１本の査読論文に投稿・採用され、また２本の学会大会にお
いて口頭発表を行なった。査読論文では、階段における降下実験データをもとに、降下時の群集
の伸びを再現するモデルを作成した。学会発表では、ICF を用いた身体能力のコードと避難能力
の対応表と手順および高齢者を含む避難訓練調査の結果と避難シミュレーション SimTread に
よる災害時要援護者の避難計画について検討した。 
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